
６　職員数の状況

　(1) 部門別職員数の状況と主な増減理由

（各年４月１日現在）

（注）１　職員数は一般職に属する職員数です。

　　　２　[     ]内は、条例定数の合計です。

(2) 年齢別職員構成の状況（１７年４月１日現在）
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(3) 定員適正化計画の数値目標及び進捗状況

　①　定員適正化目標（数・率）

 ②　平成２２年４月１日現在における定員の数値目標

③　定員適正化計画の年次別進捗状況（実績）の概要

（各年４月１日現在）

（注）１　計画期間は、1７年～２１年度の５年間です。

      ２　（　％）内の数値は、数値目標に対する進捗率です。

      ３　公営企業職員（水道事業）を含みます。
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１４人の純減

町民サービスの低下を招くことがないよう配慮するとともに、新たな行政需要
にも的確に対応しながら、柔軟で効率的な行政組織の確立、計画的な職員研
修等による職員の能力向上、臨時職員等の有効活用、民間委託等を積極的
に推進し、職員数を１４名削減し２７７人とする。

計画期間

始　期 終　期

１７年

計画前年

平 成 17 年 8 月 23 日 平 成 22 年 3 月 31 日
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